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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 6,758 4.2 264 16.3 284 20.0 176 24.1

2021年３月期第３四半期 6,487 △6.2 227 62.7 237 62.9 142 △36.1

(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 176百万円( 29.1％) 2021年３月期第３四半期 136百万円(△38.5％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 46.54 －

2021年３月期第３四半期 37.51 －

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 3,252 2,001 61.5

2021年３月期 3,220 1,857 57.7
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 2,001百万円 2021年３月期 1,857百万円
　

　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 8.50 8.50

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期(予想) 10.00 10.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,278 6.8 368 20.8 372 16.5 229 20.5 60.59
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 4,200,000株 2021年３月期 4,200,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 406,761株 2021年３月期 406,726株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 3,793,241株 2021年３月期３Ｑ 3,793,319株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、［添付資料］３ペー
ジ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の流行により都市部を中心に社会

活動や経済活動が一部制限される中、８月下旬以降新規感染者数に減少傾向が見え始め個人消費は改善傾向が見ら

れたものの、感染再拡大の懸念が根強いことから、先行きについては引き続き不透明な状況が続いております。

国内の介護業界におきましては、2021年４月に介護報酬改定が行われ、改定率は介護サービス全体で＋0.7％とな

りましたが、サービスを担う人材を適時適切に確保することは非常に難しく、人件費及び採用コストの上昇が続い

ており、介護人材の採用と定着が引き続き介護事業者の大きな課題となっております。

また、感染力の強い新型コロナウイルスの変異株（デルタ株）の拡がりにより、東京都におきましては、７月中

旬～９月末まで緊急事態宣言が発令され、介護サービスの利用ニーズは高いながらも、感染拡大防止の観点から一

部のサービスで事業活動を制限しました。緊急事態宣言解除に伴い、事業活動を再開したものの、11月末に新たな

変異株（オミクロン株）の国内初感染が確認されるなど、今後も感染状況を注視する必要が続いております。

このような状況の下、当社グループは「介護からエンゼルケアまで」の一貫したサービスを提供するための基盤

構築を図ってまいりました。

度重なる緊急事態宣言の発令により、国内事業では、サービスの利用控えが続きましたが、既存事業の合理化・

効率化及び将来の展開を意識した利益確保と、本社業務の効率化や労務費の削減による経費圧縮、強固なドミナン

トエリア形成のための新たな展開に向けて準備を進めてまいりました。一方で、在宅介護サービス事業においては、

ワクチン接種の開始に伴い介護業界全体で看護師が不足したことにより、デイサービス及び訪問入浴サービスにお

いて採用及び人材派遣に関する費用が上昇しました。また、同事業において、2021年12月、東京都練馬区に「デイ

サービスセンター大泉学園」、東京都調布市に「デイサービスセンター調布柴崎」の２事業所を開設し、東京都江

東区の「居宅支援ひだまり臨海」を区内で移転、「居宅支援木場」へ名称変更し、同区「居宅支援ひだまり深川」

と統合しました。これにより、事業所の開設、移転・統廃合に関する費用が増加しました。

なお、国内既存事業所数は、デイサービスの事業所開設による増店２、居宅介護支援事業所の統廃合による減店

１、エンゼルケアの事業所開設による増店１により合計105事業所となりました。

海外事業におきましては、「上海福原護理服務有限公司」のエンゼルケア事業において、エンゼルケアサービス

の認知度の高まりにより、施行件数が順調に増加しております。

その他の事業では、当社グループ子会社である「株式会社ケアサービスヒューマンキャピタル」が、介護業界を

対象とした人材紹介サービスにおいて、緊急事態宣言下の外出自粛による選考プロセスの遅れなどの影響により苦

戦を強いられたものの、宣言解除に伴い回復傾向にあります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,758百万円（前年同四半期比4.2％増）、営業利益は264百万

円（前年同四半期比16.3％増）、経常利益は284百万円（前年同四半期比20.0％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は176百万円（前年同四半期比24.1％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より31百万円増加し、3,252百万円となりました。

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、2,400百万円（前連結会計年度末2,404百万円）とな

り、４百万円減少しました。売掛金が71百万円増加しましたが、現金及び預金の69百万円減少及びその他の６百

万円減少が主な要因であります。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、852百万円（前連結会計年度末815百万円）となり、

36百万円増加しました。有形固定資産の建物(純額)の増加31百万円、その他(純額)の増加35百万円、無形固定資

産ののれんの減少12百万円、その他の減少26百万円、投資その他の資産の敷金及び保証金の増加６百万円が主な

要因であります。
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（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、949百万円（前連結会計年度末1,008百万円）となり、

58百万円減少しました。１年内返済予定の長期借入金の減少37百万円、未払法人税等の減少69百万円、賞与引当

金の減少90百万円が主な要因であります。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、301百万円（前連結会計年度末355百万円）となり、

53百万円減少しました。長期借入金が50百万円及びその他が16百万円減少しましたが、退職給付に係る負債が13

百万円増加したのが主な要因であります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、2,001百万円（前連結会計年度末1,857百万円）となり、

143百万円増加しました。配当金の支払いによる減少32百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による

増加176百万円が主な要因であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年５月14日に公表いたしました2022年３月期の連結業績予想数値から変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 969,079 899,319

売掛金 1,344,145 1,415,457

その他 91,679 85,555

貸倒引当金 △208 △183

流動資産合計 2,404,695 2,400,148

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 154,059 185,329

その他（純額） 115,595 150,931

有形固定資産合計 269,654 336,261

無形固定資産

のれん 55,498 42,973

その他 115,028 89,011

無形固定資産合計 170,527 131,984

投資その他の資産

敷金及び保証金 197,818 204,481

その他 179,926 181,301

貸倒引当金 △2,068 △1,910

投資その他の資産合計 375,677 383,873

固定資産合計 815,859 852,119

資産合計 3,220,554 3,252,268
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 148,816 166,888

1年内返済予定の長期借入金 112,514 75,020

未払費用 261,254 312,220

未払法人税等 124,477 55,467

賞与引当金 121,432 31,248

事業所閉鎖損失引当金 3,376 －

その他 236,464 308,667

流動負債合計 1,008,335 949,513

固定負債

長期借入金 75,052 25,028

退職給付に係る負債 156,354 169,852

その他 123,686 106,858

固定負債合計 355,092 301,738

負債合計 1,363,427 1,251,251

純資産の部

株主資本

資本金 205,125 205,125

資本剰余金 138,075 138,075

利益剰余金 1,673,263 1,817,543

自己株式 △148,197 △148,231

株主資本合計 1,868,266 2,012,511

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △11,139 △11,494

その他の包括利益累計額合計 △11,139 △11,494

純資産合計 1,857,126 2,001,017

負債純資産合計 3,220,554 3,252,268
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 6,487,045 6,758,662

売上原価 5,640,683 5,855,529

売上総利益 846,361 903,132

販売費及び一般管理費 619,326 639,125

営業利益 227,035 264,007

営業外収益

受取保険金 － 4,941

補助金収入 － 4,143

助成金収入 3,672 5,621

奨励金収入 － 3,715

為替差益 6,349 2,882

その他 4,561 1,816

営業外収益合計 14,582 23,119

営業外費用

支払利息 3,079 1,943

その他 1,101 262

営業外費用合計 4,180 2,206

経常利益 237,437 284,920

特別損失

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益 237,437 284,920

法人税等 95,149 108,397

四半期純利益 142,287 176,522

親会社株主に帰属する四半期純利益 142,287 176,522
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 142,287 176,522

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △5,783 △354

その他の包括利益合計 △5,783 △354

四半期包括利益 136,504 176,167

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 136,504 176,167

　



株式会社ケアサービス(2425) 2022年３月期 第３四半期決算短信

8

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理の適用）

（会計方針の変更等）に同一の内容を記載しておりますため、省略しております。

（会計方針の変更等）

（税金費用の計算方法の変更）

従来、当社及び連結子会社の税金費用につきましては、原則的な方法により計算しておりましたが、当社及び連

結子会社の四半期決算業務の一層の効率化を図るため、第１四半期連結会計期間より連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法に変更しております。

なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。また、法人税等調整額は、「法人

税等」に含めて表示しております。

（収益認識に関する会計基準の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

子会社の人材紹介料のうち一定期間内に返済義務がある場合、従来その返金が見込まれる金額につき引当金とし

ていましたが、第１四半期連結会計期間の期首より契約時に収益に認識せず、返金負債を認識する方法に変更して

おります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準等の適用による当第３四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありませ

ん。

（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありま

せん。

　


